
財政シミュレーション

団体名

（単位：百万円）
平成16年度 平成16年度
決算 決算（調整）

*1 　増減率（％）　*2 １０％減少 ２０％減少 ３０％減少 ４０％減少

地方税 36,357 36,357 36,357 36,357 36,357 36,357

地方譲与税 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719

地方交付税（臨財債含む） 13,006 14,452 13,007 11,562 10,116 8,671

国・県支出金 10,921 10,921 10,829 10,829 10,829 10,829

　うち普通建設事業費充当分 1,160 1,160 1,068 1,068 1,068 1,068

　　　うち補助事業費充当分 892 892 ⑯→⑰ ▲ 7.0 830 830 830 830

　　　うち単独事業費充当分 268 268 ⑯→⑱ ▲ 11.1 238 238 238 238

　うち普通建設事業費以外充当分 9,761 9,761 9,761 9,761 9,761 9,761

分担金・負担金・使用料・手数料 2,862 2,862 2,862 2,862 2,862 2,862

地方債（臨財債除く） 5,020 5,020 4,594 4,594 4,594 4,594

　うち普通建設事業費充当分 3,932 3,932 3,506 3,506 3,506 3,506

　　　うち補助事業費充当分 265 265 ⑯→⑰ ▲ 7.0 246 246 246 246

　　　うち単独事業費充当分 3,667 3,667 ⑯→⑱ ▲ 11.1 3,260 3,260 3,260 3,260

　うち普通建設事業費以外充当分 1,088 1,088 1,088 1,088 1,088 1,088

その他 17,331 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

うち積立基金からの繰入金 3,562 － 28 － － － －

計　Ａ 87,216 85,100 83,137 81,692 80,246 78,801

人件費 16,222 16,222 16,222 16,222 16,222 16,222

物件費・維持補修費 13,918 13,918 13,918 13,918 13,918 13,918

扶助費・補助費等 15,413 15,413 15,413 15,413 15,413 15,413

普通建設事業費 12,424 12,424 12,424 12,424 12,424 12,424

公債費 12,164 12,164 12,164 12,164 12,164 12,164

その他 12,349 11,289 11,289 11,289 11,289 11,289

うち積立基金への積立金 1,060 － 29 － － － －

計　Ｂ 82,490 81,430 81,430 81,430 81,430 81,430

　Ｃ　（Ａ－Ｂ） 4,726 3,670 1,707 262 ▲ 1,184 ▲ 2,629

（ｎ－１）年度末積立基金現在高　Ｄ 48,264 43,060 37,104 30,602

歳計剰余金処分等　E　*3 1,852 551 0 0

積立基金取り崩し額　F　*4 0 0 ▲ 1,184 ▲ 2,629

24,112 24,112 50,116 43,611 35,920 27,973
*7

累積財源不足額　＊6 － － － －

*1　平成16年度決算に下記の修正を加えた数値を計上する。
　　①歳入中「地方交付税（臨財債含む）」における臨時財政対策債の額を、実際の発行額から発行可能額に置き換える。
　　②歳入中「その他」から、「うち積立基金からの繰入金」を控除する。
　　③歳出中「その他」から、「うち積立基金への積立金」を控除する。
*2　平成17年度地方財政計画　投資的経費　補助より
　投資的経費　補助　16地財　78,583億円　→　17地財　73,061億円（△5,522億円）
  △5,522／ 78,583＝　△ 7.0％
平成17年度地方財政計画　投資的経費　単独　＋　骨太方針2003に沿った抑制
　投資的経費　単独　16地財　134,700億円　→　18地財　119,700億円（△15,000億円）
  △15,000／134,700＝　△11.1%
*3　前年度のC欄の数値が正の数の場合、その数値を計上する。
*4　当該年度のC欄の数値が負の数の場合、その数値を計上する。
*5　負の数となる場合、「empty」と表示する。　
*6　毎年の歳入と歳出の差額のうち、積立基金をもってしても補てんできなかった額の累計額を計上する。
*7　G欄がいつから「empty」の状態かを表示する。
*8　端数処理の関係で、数値を調整している部分がある。
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福島市

交付税＋臨財債発行可能額
平成26年度

このシミュレーションは、普通会計について平成16年度決算
の数値をベースに、歳入における地方交付税等の数値のみ
を機械的に減少させたものです。

　ｎ　　年度末積立基金現在高　G(D+E-F)　*5



財政シミュレーション

団体名

（単位：百万円）
平成16年度 平成16年度
決算 決算（調整）

*1 　増減率（％）　*2 １０％減少 ２０％減少 ３０％減少 ４０％減少

地方税 44,615 44,615 44,615 44,615 44,615 44,615

地方譲与税 2,074 2,074 2,074 2,074 2,074 2,074

地方交付税（臨財債含む） 19,281 19,281 17,353 15,425 13,497 11,569

国・県支出金 11,852 11,852 11,693 11,693 11,693 11,693

　うち普通建設事業費充当分 2,194 2,194 2,035 2,035 2,035 2,035

　　　うち補助事業費充当分 2,066 2,066 ⑯→⑰ ▲ 7.0 1,921 1,921 1,921 1,921

　　　うち単独事業費充当分 128 128 ⑯→⑱ ▲ 11.1 114 114 114 114

　うち普通建設事業費以外充当分 9,658 9,658 9,658 9,658 9,658 9,658

分担金・負担金・使用料・手数料 3,749 3,749 3,749 3,749 3,749 3,749

地方債（臨財債除く） 4,183 4,183 3,891 3,891 3,891 3,891

　うち普通建設事業費充当分 3,178 3,178 2,886 2,886 2,886 2,886

　　　うち補助事業費充当分 1,487 1,487 ⑯→⑰ ▲ 7.0 1,383 1,383 1,383 1,383

　　　うち単独事業費充当分 1,691 1,691 ⑯→⑱ ▲ 11.1 1,503 1,503 1,503 1,503

　うち普通建設事業費以外充当分 1,005 1,005 1,005 1,005 1,005 1,005

その他 17,803 12,157 12,157 12,157 12,157 12,157

うち積立基金からの繰入金 5,646 － 28 － － － －

計　Ａ 103,557 97,911 95,532 93,604 91,676 89,748

人件費 16,141 16,141 16,141 16,141 16,141 16,141

物件費・維持補修費 18,645 18,645 18,645 18,645 18,645 18,645

扶助費・補助費等 18,433 18,433 18,433 18,433 18,433 18,433

普通建設事業費 16,396 16,396 16,396 16,396 16,396 16,396

公債費 12,368 12,368 12,368 12,368 12,368 12,368

その他 17,792 14,535 14,535 14,535 14,535 14,535

うち積立基金への積立金 3,257 － 29 － － － －

計　Ｂ 99,775 96,518 96,518 96,518 96,518 96,518

　Ｃ　（Ａ－Ｂ） 3,782 1,393 ▲ 986 ▲ 2,914 ▲ 4,842 ▲ 6,770

（ｎ－１）年度末積立基金現在高　Ｄ 26,559 17,883 9,207 531

歳計剰余金処分等　E　*3 0 0 0 0

積立基金取り崩し額　F　*4 ▲ 986 ▲ 2,914 ▲ 4,842 ▲ 6,770

23,564 23,564 25,573 14,969 4,365 empty
H26～ *7

累積財源不足額　＊6 － － － 6,239

*1　平成16年度決算に下記の修正を加えた数値を計上する。
　　①歳入中「地方交付税（臨財債含む）」における臨時財政対策債の額を、実際の発行額から発行可能額に置き換える。
　　②歳入中「その他」から、「うち積立基金からの繰入金」を控除する。
　　③歳出中「その他」から、「うち積立基金への積立金」を控除する。
*2　平成17年度地方財政計画　投資的経費　補助より
　投資的経費　補助　16地財　78,583億円　→　17地財　73,061億円（△5,522億円）
  △5,522／ 78,583＝　△ 7.0％
平成17年度地方財政計画　投資的経費　単独　＋　骨太方針2003に沿った抑制
　投資的経費　単独　16地財　134,700億円　→　18地財　119,700億円（△15,000億円）
  △15,000／134,700＝　△11.1%
*3　前年度のC欄の数値が正の数の場合、その数値を計上する。
*4　当該年度のC欄の数値が負の数の場合、その数値を計上する。
*5　負の数となる場合、「empty」と表示する。　
*6　毎年の歳入と歳出の差額のうち、積立基金をもってしても補てんできなかった額の累計額を計上する。
*7　G欄がいつから「empty」の状態かを表示する。
*8　端数処理の関係で、数値を調整している部分がある。

このシミュレーションは、普通会計について平成16年度決算
の数値をベースに、歳入における地方交付税等の数値のみ
を機械的に減少させたものです。

　ｎ　　年度末積立基金現在高　G(D+E-F)　*5

郡山市

交付税＋臨財債発行可能額
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財政シミュレーション

団体名

（単位：百万円）
平成16年度 平成16年度
決算 決算（調整）

*1 　増減率（％）　*2 １０％減少 ２０％減少 ３０％減少 ４０％減少

地方税 44,933 44,933 44,933 44,933 44,933 44,933

地方譲与税 2,383 2,383 2,383 2,383 2,383 2,383

地方交付税（臨財債含む） 24,306 24,306 21,875 19,445 17,014 14,584

国・県支出金 17,893 17,893 17,665 17,665 17,665 17,665

　うち普通建設事業費充当分 3,121 3,121 2,893 2,893 2,893 2,893

　　　うち補助事業費充当分 2,908 2,908 ⑯→⑰ ▲ 7.0 2,704 2,704 2,704 2,704

　　　うち単独事業費充当分 213 213 ⑯→⑱ ▲ 11.1 189 189 189 189

　うち普通建設事業費以外充当分 14,772 14,772 14,772 14,772 14,772 14,772

分担金・負担金・使用料・手数料 4,564 4,564 4,564 4,564 4,564 4,564

地方債（臨財債除く） 11,148 11,148 10,110 10,110 10,110 10,110

　うち普通建設事業費充当分 10,245 10,245 9,207 9,207 9,207 9,207

　　　うち補助事業費充当分 2,424 2,424 ⑯→⑰ ▲ 7.0 2,254 2,254 2,254 2,254

　　　うち単独事業費充当分 7,821 7,821 ⑯→⑱ ▲ 11.1 6,953 6,953 6,953 6,953

　うち普通建設事業費以外充当分 903 903 903 903 903 903

その他 20,630 15,181 15,181 15,181 15,181 15,181

うち積立基金からの繰入金 5,449 － 28 － － － －

計　Ａ 125,857 120,408 116,711 114,281 111,850 109,420

人件費 23,804 23,804 23,804 23,804 23,804 23,804

物件費・維持補修費 18,610 18,610 18,610 18,610 18,610 18,610

扶助費・補助費等 23,429 23,429 23,429 23,429 23,429 23,429

普通建設事業費 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321

公債費 14,612 14,612 14,612 14,612 14,612 14,612

その他 20,507 15,996 15,996 15,996 15,996 15,996

うち積立基金への積立金 4,511 － 29 － － － －

計　Ｂ 122,283 117,772 117,772 117,772 117,772 117,772

　Ｃ　（Ａ－Ｂ） 3,574 2,636 ▲ 1,061 ▲ 3,491 ▲ 5,922 ▲ 8,352

（ｎ－１）年度末積立基金現在高　Ｄ 21,649 10,714 empty empty

歳計剰余金処分等　E　*3 0 0 0 0

積立基金取り崩し額　F　*4 ▲ 1,061 ▲ 3,491 ▲ 5,922 ▲ 8,352

16,880 16,880 20,588 7,223 empty empty
H25～ H24～ *7

累積財源不足額　＊6 － － 6,148 19,513

*1　平成16年度決算に下記の修正を加えた数値を計上する。
　　①歳入中「地方交付税（臨財債含む）」における臨時財政対策債の額を、実際の発行額から発行可能額に置き換える。
　　②歳入中「その他」から、「うち積立基金からの繰入金」を控除する。
　　③歳出中「その他」から、「うち積立基金への積立金」を控除する。
*2　平成17年度地方財政計画　投資的経費　補助より
　投資的経費　補助　16地財　78,583億円　→　17地財　73,061億円（△5,522億円）
  △5,522／ 78,583＝　△ 7.0％
平成17年度地方財政計画　投資的経費　単独　＋　骨太方針2003に沿った抑制
　投資的経費　単独　16地財　134,700億円　→　18地財　119,700億円（△15,000億円）
  △15,000／134,700＝　△11.1%
*3　前年度のC欄の数値が正の数の場合、その数値を計上する。
*4　当該年度のC欄の数値が負の数の場合、その数値を計上する。
*5　負の数となる場合、「empty」と表示する。　
*6　毎年の歳入と歳出の差額のうち、積立基金をもってしても補てんできなかった額の累計額を計上する。
*7　G欄がいつから「empty」の状態かを表示する。
*8　端数処理の関係で、数値を調整している部分がある。
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交付税＋臨財債発行可能額
平成26年度

このシミュレーションは、普通会計について平成16年度決算
の数値をベースに、歳入における地方交付税等の数値のみ
を機械的に減少させたものです。

　ｎ　　年度末積立基金現在高　G(D+E-F)　*5



財政シミュレーション

団体名

（単位：百万円）
平成16年度 平成16年度
決算 決算（調整）

*1 　増減率（％）　*2 １０％減少 ２０％減少 ３０％減少 ４０％減少

地方税 3,910 3,910 3,910 3,910 3,910 3,910

地方譲与税 341 341 341 341 341 341

地方交付税（臨財債含む） 4,739 4,739 4,265 3,791 3,317 2,843

国・県支出金 1,647 1,647 1,641 1,641 1,641 1,641

　うち普通建設事業費充当分 80 80 74 74 74 74

　　　うち補助事業費充当分 67 67 ⑯→⑰ ▲ 7.0 62 62 62 62

　　　うち単独事業費充当分 13 13 ⑯→⑱ ▲ 11.1 12 12 12 12

　うち普通建設事業費以外充当分 1,567 1,567 1,567 1,567 1,567 1,567

分担金・負担金・使用料・手数料 324 324 324 324 324 324

地方債（臨財債除く） 359 359 330 330 330 330

　うち普通建設事業費充当分 275 275 246 246 246 246

　　　うち補助事業費充当分 40 40 ⑯→⑰ ▲ 7.0 37 37 37 37

　　　うち単独事業費充当分 235 235 ⑯→⑱ ▲ 11.1 209 209 209 209

　うち普通建設事業費以外充当分 84 84 84 84 84 84

その他 1,338 1,187 1,187 1,187 1,187 1,187

うち積立基金からの繰入金 151 － 28 － － － －

計　Ａ 12,658 12,507 11,998 11,524 11,050 10,576

人件費 2,943 2,943 2,943 2,943 2,943 2,943

物件費・維持補修費 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422

扶助費・補助費等 3,315 3,315 3,315 3,315 3,315 3,315

普通建設事業費 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077

公債費 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573

その他 1,894 1,761 1,761 1,761 1,761 1,761

うち積立基金への積立金 133 － 29 － － － －

計　Ｂ 12,224 12,091 12,091 12,091 12,091 12,091

　Ｃ　（Ａ－Ｂ） 434 416 ▲ 93 ▲ 567 ▲ 1,041 ▲ 1,515

（ｎ－１）年度末積立基金現在高　Ｄ 2,919 786 empty empty

歳計剰余金処分等　E　*3 0 0 0 0

積立基金取り崩し額　F　*4 ▲ 93 ▲ 567 ▲ 1,041 ▲ 1,515

1,175 1,175 2,826 219 empty empty
H24～ H22～ *7

累積財源不足額　＊6 － － 2,388 4,995

*1　平成16年度決算に下記の修正を加えた数値を計上する。
　　①歳入中「地方交付税（臨財債含む）」における臨時財政対策債の額を、実際の発行額から発行可能額に置き換える。
　　②歳入中「その他」から、「うち積立基金からの繰入金」を控除する。
　　③歳出中「その他」から、「うち積立基金への積立金」を控除する。
*2　平成17年度地方財政計画　投資的経費　補助より
　投資的経費　補助　16地財　78,583億円　→　17地財　73,061億円（△5,522億円）
  △5,522／ 78,583＝　△ 7.0％
平成17年度地方財政計画　投資的経費　単独　＋　骨太方針2003に沿った抑制
　投資的経費　単独　16地財　134,700億円　→　18地財　119,700億円（△15,000億円）
  △15,000／134,700＝　△11.1%
*3　前年度のC欄の数値が正の数の場合、その数値を計上する。
*4　当該年度のC欄の数値が負の数の場合、その数値を計上する。
*5　負の数となる場合、「empty」と表示する。　
*6　毎年の歳入と歳出の差額のうち、積立基金をもってしても補てんできなかった額の累計額を計上する。
*7　G欄がいつから「empty」の状態かを表示する。
*8　端数処理の関係で、数値を調整している部分がある。

このシミュレーションは、普通会計について平成16年度決算
の数値をベースに、歳入における地方交付税等の数値のみ
を機械的に減少させたものです。

　ｎ　　年度末積立基金現在高　G(D+E-F)　*5
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交付税＋臨財債発行可能額
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